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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＩＰ網とＰＳＴＮ回線に接続され、ＩＰ通信を行うＩＰ通信制御部と、ＰＳＴＮ通信を
行うＰＳＴＮ通信制御部とを有する停電に対応可能とした停電対応ＩＰ電話機において、
　商用電源を電源とし、かつ、前記商用電源からの給電停止時に前記ＰＳＴＮ回線から受
電して自電話機内に給電する電源回路と、商用電源からの給電停止を検出する停電検出回
路と、送受話器にＰＳＴＮ通信制御部またはＩＰ通信制御部を選択して接続する音声選択
回路とを備え、
　商用電源からの給電停止を検出した場合、前記ＩＰ通信制御部への給電を停止し、ＩＰ
通信からＰＳＴＮ通信に移行すると共に、当該給電停止検出時にＩＰ通話中の通話相手の
ＩＰアドレスと対応するＰＳＴＮ電話番号を用いてＰＳＴＮ通信の発信を自動的に行い、
　ＩＰ通話中に前記商用電源からの給電が停止した後に前記商用電源からの給電が再開す
ると、前記ＩＰ通話中であった相手へのＰＳＴＮ通信発信による通話が成立する以前であ
った場合、前記ＩＰ通信中であった相手へのＩＰ通信の発信を自動的に行うことを特徴と
する停電対応ＩＰ電話機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、停電時にも通話可能なＩＰ電話システムを構成する停電対応ＩＰ電話機に関
する。
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【背景技術】
【０００２】
　インターネットにゲートウェイを介して接続されたＩＰ電話システムにおいては、ＩＰ
電話機への給電が停止すると通話できなかった。
【０００３】
　このような問題を解決するために、ＬＡＮインターフェース回路とアナログインターフ
ェース回路を有した電話機において、ＬＡＮ構内交換機からの状態問い合わせパケットの
有無を所定時間監視し、状態監視パケットを所定時間受信しなかったときに、ＬＡＮに障
害が発生したと判断してＬＡＮインターフェースからアナログインターフェースに切り替
えるようにしたＬＡＮ電話機が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　上記ＬＡＮ電話機においては、ＬＡＮに障害が発生したと判断されたときに、ＬＡＮイ
ンターフェースからアナログインターフェースに切り替えることを行っているが、電話機
の電源への給電が停止したときのことについては考慮されていない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、ＩＰ網を介して通信を行うＩＰ通信機能とアナログ網を介して通信を行うＰ
ＳＴＮ通信機能とを有するＩＰ電話機において、ＩＰ通話中に給電停止が発生したときに
、ＩＰ電話機能をＰＳＴＮ電話機能に切り替えて発信することができる停電対応ＩＰ電話
機を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するために、ＩＰ網とＰＳＴＮ回線に接続され、ＩＰ通信を
行うＩＰ通信制御部と、ＰＳＴＮ通信を行うＰＳＴＮ通信制御部とを有する停電に対応可
能とした停電対応ＩＰ電話機において、商用電源を電源とし、かつ、前記商用電源からの
給電停止時に前記ＰＳＴＮ回線から受電して自電話機内に給電する電源回路と、商用電源
からの給電停止を検出する停電検出回路と、送受話器にＰＳＴＮ通信制御部またはＩＰ通
信制御部を選択して接続する音声選択回路とを備え、商用電源からの給電停止を検出した
場合、前記ＩＰ通信制御部への給電を停止し、ＩＰ通信からＰＳＴＮ通信に移行すると共
に、当該給電停止検出時にＩＰ通話中の通話相手のＩＰアドレスと対応するＰＳＴＮ電話
番号を用いてＰＳＴＮ通信の発信を自動的に行い、ＩＰ通話中に前記商用電源からの給電
が停止した後に前記商用電源からの給電が再開すると、前記ＩＰ通話中であった相手への
ＰＳＴＮ通信発信による通話が成立する以前であった場合、前記ＩＰ通信中であった相手
へのＩＰ通信の発信を自動的に行うことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明は、上記構成を備えることによって、ＩＰ通話中に停電が発すると、ＩＰ通話を
切断し、ＩＰ通話中であった相手にＰＳＴＮ通信の発信を行い、通話を継続することがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　図１を用いて、本発明の実施例の停電対応ＩＰ電話機が適用される停電対応ＩＰ電話シ
ステムの構成を説明する。ＩＰ電話システムは、ゲートウェイ装置３ａに収容された停電
対応ＩＰ電話機１ａ－１，１ａ－２と、ゲートウェイ装置３ｂに収容された停電対応ＩＰ
電話機１ｂを、インターネット（ＩＰ網）およびＰＳＴＮ（Ｐｕｂｌｉｃ
Ｓｗｉｔｃｈｅｄ Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ Ｎｅｔｗｏｒｋ：公衆電気通信網：アナログ回線
網）５を介して接続して構成される。回線網５とゲートウェイ装置３との間はＡＤＳＬ対
応ＰＳＴＮ回線５１で接続される。ゲートウェイ装置３と停電対応ＩＰ電話機１との間は
Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）５３で接続される。
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【００１４】
　図２を用いて、本実施例の停電対応ＩＰ電話機の機能構成を説明する。停電対応ＩＰ電
話機１は、ＰＨＹ（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ回線制御）機能Ｆ１１１と、エラー制御機能Ｆ１１
２と、ＭＡＣアドレス制御機能Ｆ１１３と、ＩＰパケット制御機能Ｆ１１４と、ＩＰパケ
ット・バッファＦ１１５と、ＩＰ通信制御機能Ｆ１１６と、音声パケット制御機能Ｆ１１
７と、音声バッファＦ１１８と、ＰＳＴＮ電源回路制御機能Ｆ１３１と、ＰＳＴＮ回線制
御機能Ｆ１３２と、ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１３３と、ＰＳＴＮ通信制御機能Ｆ１３４と、
音声制御機能Ｆ１２１と、ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１２２と、音声選択機能Ｆ１２３と、商
用電源制御機能Ｆ１４と、商用電源監視機能Ｆ１５とを有して構成される。
【００１５】
　ＰＨＹＦ１１１～音声バッファＦ１１８でＩＰ通信制御部１１を構成し、音声制御機能
１２１～音声選択機能Ｆ１２３で音声制御回路部１２を構成し、ＰＳＴＮ電源回路制御機
能Ｆ１３１～ＰＳＴＮ通信制御機能Ｆ１３４でＰＳＴＮ通信制御部１３を構成する。
【００１６】
　ＰＨＹＦ１１１は、Ｅｔｈｅｒｎｅｔケーブルからの電気信号を装置内の回路で使用す
る信号に変換する機能である。
【００１７】
　エラー制御機能Ｆ１１２は、ＰＨＹＦ１１１で変換されたＥｔｈｅｒｎｅｔ信号の受信
パケットエラー検出と送信パケットエラー情報を生成する機能である。
【００１８】
　ＭＡＣアドレス制御機能Ｆ１１３は、ＥｔｈｅｒｎｅｔパケットのＭＡＣアドレスを付
加及び削除する機能である。
【００１９】
　ＩＰパケット制御機能Ｆ１１４は、ＩＰパケットの送受信情報を制御する機能である。
【００２０】
　ＩＰパケット・バッファＦ１１５は、ＩＰパケットの送受信に用いる機能である。音声
では、一定間隔で送受信できるように複数のバッファを持つ。データの場合は、大きなデ
ータでも溢れないように大きなバッファを複数持つ。
【００２１】
　ＩＰ通信制御機能Ｆ１１６は、ＩＰパケットのダイヤル情報や呼接続情報、音声情報、
タイマ管理などの通信制御や通信情報管理をする機能である。
【００２２】
　音声パケット制御機能Ｆ１１７は、蓄積された音声情報とＩＰパケットへの変換機能及
びその制御をする機能である。
【００２３】
　音声バッファＦ１１８は、デジタル化された音声情報を蓄積する機能及びその制御をす
る機能である。
【００２４】
　ＰＳＴＮ電源回路制御機能Ｆ１３１は、ＰＳＴＮ回線から電力を受電するための機能及
びその制御をする機能である。
【００２５】
　ＰＳＴＮ回線制御機能Ｆ１３２は、ＰＳＴＮ回線のダイヤル，ループ，通話等の回線機
能を制御する機能である。
【００２６】
　ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１３３は、ＰＳＴＮ回線のアナログ信号をデジタル化する機能で
あり、また、デジタル信号をアナログ化する機能である。
【００２７】
　ＰＳＴＮ通信制御機能Ｆ１３４は、ＰＳＴＮ回線を使用した通信に必要な通信制御を行
う機能であり、ＩＰパケット通信記録を利用し自動再発信制御する機能である。
【００２８】
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　音声制御機能Ｆ１２１は、音声入出力回路、スピーカ、マイク、ハンドセット等の音声
機器を制御する機能である。
【００２９】
　ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１２２は、音声制御機能Ｆ１２１からのアナログ信号をデジタル
化する機能であり、また、音声選択機能Ｆ１２３からのデジタル信号をアナログ化する機
能である。
【００３０】
　音声選択機能Ｆ１２３は、ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１２２と、音声バッファＦ１１８また
はＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１３３との接続を選択する機能である。
【００３１】
　商用電源制御機能Ｆ１４は、商用電源制御機能である。商用電源からの給電が有る場合
は、電源監視回路以外の全機能ブロックに電源を供給する機能である。
【００３２】
　商用電源監視機能Ｆ１５は、商用電源の有無を判断し、装置の機能ブロック選択と商用
電源回路またはＰＳＴＮ電源回路を制御する機能である。
【００３３】
　図３を用いて、音声選択機能Ｆ１２３の構成を説明する。音声選択機能Ｆ１２３はセレ
クタ１２３から構成される。セレクタ１２３は、デジタル音声データの方路を論理回路で
構成される選択機能で切り替えることができる。商用電源監視機能Ｆ１５から、商用電源
がある状態の信号を受けたときは、音声バッファＦ１１８とＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１２２
間で相互に音声データ通信できるように選択する。商用電源監視機能Ｆ１５から、商用電
源からの給電がない状態の信号を受けたときは、ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１３３とＡＤ／Ｄ
Ａ変換機能Ｆ１２２間で相互に音声データ通信できるように選択する。すなわち、音声選
択機能Ｆ１２３は、商用電源監視機能Ｆ１５から受信した商用電源の状態信号に応じて、
ＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ１３３と音声バッファＦ１１８を切り替えてＡＤ／ＤＡ変換機能Ｆ
１２２に接続し相互通信させる。
【００３４】
　図４を用いて、商用電源監視機能Ｆ１５で行われる停電監視動作のフローを説明する。
商用電源監視が開始されると（Ｓ１）、商用電源監視機能Ｆ１５を用いて商用電源からの
給電があるかをチェックする（Ｓ２）。給電有りのときには、商用電源制御機能Ｆ１４に
より商用電源回路を起動し、電話機全体に電力を供給する（Ｓ３）。次いで、ＰＳＴＮ電
源回路制御機能Ｆ１３１を停止してＰＳＴＮ機能を停止する（Ｓ４）。次いで、ＰＨＹＦ
１１１～音声バッファＦ１１８および音声制御回路部１２が起動してＩＰ電話回路が起動
する（Ｓ５）。この状態で、ＩＰ電話として使用可能になる（Ｓ６）。ステップＳ２で、
給電無しのとき（例えば、停電時）には、まず、商用電源制御機能Ｆ１４を停止した（Ｓ
７）後、ＰＳＴＮ電源回路制御機能Ｆ１３１を起動しＰＳＴＮ回線制御機能Ｆｌ３２～Ｐ
ＳＴＮ通信制御機能Ｆ１３４および音声制御回路部Ｆ１２に電力を供給し（Ｓ８）、ＰＨ
ＹＦ１１１～音声バッファＦ１１８への電力供給を停止してＩＰ通信機能を停止して電話
機の電力消費を抑える（Ｓ９）。この状態で、ＰＳＴＮ電話機として使用可能となる（Ｓ
１０）。
【００３５】
　図５を用いて、ゲートウェイ装置３の回路構成を説明する。ゲートウェイ装置３は、回
線接続用コネクタ３１と、スプリッタ３２と、ハイブリッド回路３３１と、ＡＤＳＬ信号
変換回路３３２と、ＬＡＮインターフェース３４と、パルストランス３４１と、ＰＨＹ（
Ｅｔｈｅｒｎｅｔ制御回路）３４２と、ＭＰＵ３５と、ＲＯＭ３６と、ＲＡＭ３７と、電
源回路３８とを有して構成される。
【００３６】
　回線接続用コネクタ（例えば、ＲＪ１１）３１は、ＰＳＴＮ回線およびＡＤＳＬ回線接
続用コネクタである。ＰＳＴＮ回線に変えてＩＳＤＮ回線を用いても良い。
【００３７】
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　スプリッタ３２は、ＰＳＴＮ信号とＡＤＳＬ信号を分離する回路である。
【００３８】
　ハイブリッド回路３３１は、２線４線信号変換回路である。
【００３９】
　ＡＤＳＬ信号変換回路３３２は、ＭＰＵ３５からのデジタル信号をＡＤＳＬ通信信号に
変換する回路であり、また、ＡＤＳＬからの信号をデジタル信号に変換する回路である。
【００４０】
　ＬＡＮインターフェース（例えば、ＲＪ４５）３４は、ピン１，ピン２，ピン３，ピン
６回線をＬＡＮ回線用として使用し、残りをＰＳＴＮ回線に使用するコネクタである。Ｐ
ＳＴＮ回線は、ＩＳＤＮ回線であっても良い。
【００４１】
　パルストランス３４１は、信号の直流成分を絶縁する回路である。
【００４２】
　ＰＨＹ（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ制御回路）３４２は、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ回線を制御する回路
である。
【００４３】
　ＭＰＵ３５は、ゲートウェイ装置３全体を制御する回路である。
【００４４】
　ＲＯＭ３６は、電気的書き換え可能な不揮発性メモリであり、回路全体を制御するプロ
グラムが格納されている。
【００４５】
　ＲＡＭ３７は、書き換え可能なメモリであり、作業時のデータの格納に使用される。
【００４６】
　電源回路３８は、ゲートウェイ装置３の回路の直流電圧を供給する回路であり、商用電
源（交流電圧）を直流に変換する。
【００４７】
　図６を用いて、ゲートウェイ装置における回線収容の態様を説明する。ＰＳＴＮ回線お
よびＡＤＳＬ回線接続用コネクタ３１は、ピン３，ピン４がＰＳＴＮ回線Ｌ１，Ｌ２を収
容し、スプリッタ３２に接続される。スプリッタ３２は、ハイパスフィルタ３２１とロー
パスフィルタ３２２を有して構成され、高周波成分はハイブリッド回路３３１へ、音声帯
域の信号と電力はＬＡＮインターフェース３４のピン５，ピン７へ接続される。ＬＡＮイ
ンターフェース３４は、ピン１，ピン２，ピン３，ピン６にそれぞれＲＸ＋，ＲＸ－，Ｔ
ＥＸ＋，ＴＸ－が収容され、パルストランス３４１へ接続され、ピン５、ピン７にＬ１，
Ｌ２を収容する。ＰＳＴＮ信号がそのままＬＡＮに繋がるため、本ゲートウェイ装置３は
、停電監視しなくても良い。
【００４８】
　図７を用いて、実施例の停電対応ＩＰ電話機１のハードウェア構成を説明する。停電対
応ＩＰ電話機１は、コネクタ１８１と、パルストランス１８２と、ＰＨＹ１１１と、ＰＳ
ＴＮ回線制御回路１３２と、停電検出回路１５と、ＭＰＵ１６と、ＲＯＭ１７１と、ＲＡ
Ｍ１７２と、複合ＣＯＤＥＣ１２１と、ハンドセット（ＨＳ）１９１と、マイク（ＭＩＣ
）１９２と、スピーカ（ＳＰＫ）１９３と、表示器（ＬＣＤ）１９４と、キー（ＫＥＹ）
１９５と、電源回路１４を有して構成される。
【００４９】
　コネクタ（ＲＪ４５）１８１は、ゲートウェイ装置３のＬＡＮインターフェース３４と
接続するコネクタであり、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ回線とＰＳＴＮ回線で分離される。ＰＳＴＮ
回線はＩＳＤＮ回線でも良い。
【００５０】
　パルストランス１８２は、信号の直流成分を絶縁する回路である。
【００５１】
　ＰＨＹ１１１は、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ回線を制御する回路である。
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【００５２】
　ＰＳＴＮ回線制御回路１３２は、ＰＳＴＮ回線を制御する回路である。
【００５３】
　停電検出回路１５は、商用電源を監視し停電状態を検出する回路である。
【００５４】
　ＭＰＵ１６は、停電対応ＩＰ電話機全体を制御する回路である。
【００５５】
　ＲＯＭ１７１は、電気的書き換え可能な不揮発性メモリであり、電話機全体の制御プロ
グラムを格納するとともに、ＩＰアドレスやＰＳＴＮ電話情報も蓄積する。
【００５６】
　ＲＡＭ１７２は、書き換え可能なメモリである。
【００５７】
　複合ＣＯＤＥＣ１２１は、ハンドセット１９１、マイク１９２、スピーカ１９３、着信
音、等の音声制御を行う回路である。
【００５８】
　ハンドセット１９１は、送受信音声と電気信号を相互に変換する回路である。
【００５９】
　マイク１９２は、電話機周辺の音声を取り込む回路であり、ハンズフリーで使用する。
【００６０】
　スピーカ１９３は、ＰＳＴＮ回線、ハンドセット、ハンズフリーからの音を出力する。
【００６１】
　表示器１９４は、各種情報を表示する手段であり、ＬＣＤ（液晶表示器）で構成される
が、ＬＥＤで構成してもよい。
【００６２】
　キー１９５は、キー押下情報を取り込む回路である。
【００６３】
　電源回路１４は、商用電源からの交流電力を直流電力に変換して電話機に供給する電源
回路である。また、停電時は、ＰＳＴＮ回線からの電力を電話機内に供給する。
【００６４】
　図８を用いて、電源回路１４の構成を説明する。電源回路１４は、ＰＳＴＮ電源回路１
４１と、商用電源制御回路１４２と、ダイオード１４３，１４４，１４５と、コンデンサ
１４６を有して構成される。電源回路１４は、停電検出回路１５の検出結果から電源制御
信号によりＰＳＴＮ電源回路１４１と商用電源制御回路１４２の動作を選択的に制御する
。
【００６５】
　ＰＳＴＮ電源回路１４１は、ＰＳＴＮ回線から受電する回路である。
【００６６】
商用電源制御回路１４２は、商用電源を電源として電話機内に給電する回路である。
【００６７】
　ダイオード１４３は、商用電源からの給電のＰＳＴＮ電源回路１４１への逆流を防止し
、商用電源からの給電停止時にＰＳＴＮ機能に必要な電力を供給する回路であり、音声制
御回路部Ｆ１２にも供給する。
【００６８】
　ダイオード１４４は、ダイオード１４３とダイオード１４５からの電源の衝突を防止す
る電源衝突防止用回路であり、商用電源からの給電があるときには商用電源をＰＳＴＮ機
能用電源とする。
【００６９】
　ダイオード１４５は、商用電源制御回路１４２への逆流を防止する回路である。
ＩＰ電話機能用電源である。
【００７０】
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　コンデンサ１４６は、平滑コンデンサである。
【００７１】
　上記構成を有する停電対応ＩＰ電話機による通話シーケンスを、図９以降を用いて説明
する。図９は、ＳＩＰを用いたＩＰ通信シーケンス（通常）である。商用電源を電源とす
るときには、停電対応ＩＰ電話機ａはＩＰ電話として停電対応ＩＰ電話機ｂへ発信（ＩＮ
ＶＩＴＥ）する（Ｓ２１）。停電対応ＩＰ電話機ｂからＩＮＶＩＴＥ受け付けを通知し（
１００Ｔｒｙｉｎｇ）（Ｓ２２）、停電対応ＩＰ電話機ｂから呼び出しを示す（１８０Ｒ
ｉｎｇｉｎｇ）（Ｓ２３）。停電対応ＩＰ電話機ｂから応答を示す（２００ＯＫ）（Ｓ２
４））。応答を受けた停電対応ＩＰ電話機ａから応答確認（ＡＣＫ）を通知する（Ｓ２５
）。停電対応ＩＰ電話機ａと停電対応ＩＰ電話機ｂは音声通話状態となり、両者の間で音
声通話が行われる（Ｓ２６）。通話が終了すると、停電対応ＩＰ電話機ａから切断（ＢＹ
Ｅ）処理を実行する（Ｓ２７）。停電対応ＩＰ電話機ｂから切断完了（２００ＯＫ）する
（Ｓ２８）。このようにして、ＩＰ通信による音声通話の接続と切断が行われる。
【００７２】
　図１０を用いて、ＩＰ通話中に商用電源からの給電停止が発生しＰＳＴＮ通話に移行し
た後給電停止状態のままで切断する場合のＰＳＴＮ通信シーケンスを説明する。音声通話
までは、図９に示したＳＰＩを用いたＩＰ通信シーケンスのステップＳ２１からステップ
Ｓ２５までのシーケンスが適用される。停電対応ＩＰ電話機ａと停電対応ＩＰ電話機ｂが
ＩＰ通信による音声通話中（Ｓ３１）に、いずれかの停電対応ＩＰ電話機例えば停電対応
ＩＰ電話機ａに停電が発生すると、停電対応ＩＰ電話機ａと停電対応ＩＰ電話機ｂ間のＩ
Ｐ通話が途切れて回線が切断する（Ｓ３２）。停電対応ＩＰ電話機ａは、給電停止を検出
し、ＩＰ通話機能を停止するとともにＰＳＴＮ通信機能を有効にしてＩＰ電話機からＰＳ
ＴＮ電話機に切り替わり（Ｓ３３）、ＰＳＴＮ機能によってＰＳＴＮ回線の停電対応ＩＰ
電話機ｂにダイヤル発信する（Ｓ３４）。停電対応ＩＰ電話機ｂは、着信を受けて応答す
る（Ｓ３５）。通話路が確立すると両者の間でＰＳＴＮ通信による音声通話が行われる（
Ｓ３６）。通話が終了すると、例えば、停電対応ＩＰ電話機ａがＰＳＴＮ回線を切断する
（Ｓ３７）。停電対応ＩＰ電話機ｂ切断すると、終話する（Ｓ３８）。このようにして、
ＩＰ通信による音声通話中に給電停止が発生すると、ＰＳＴＮ通信に移行することができ
る。
【００７３】
　図１１を用いて、ＩＰ通話中に給電停止が発生しＰＳＴＮ通話に移行した後給電が復帰
した後の終話までの通信シーケンスを説明する。ＩＰ通信による音声通話（Ｓ４１）から
ＰＳＴＮ通信による音声通話（Ｓ４６）までは、図１０のステップＳ３１からステップＳ
３６までと同様に行われる。ステップＳ４６で、停電対応ＩＰ電話機ａと停電対応ＩＰ電
話機ｂとの間でＰＳＴＮ通信による音声通話が行われている状態で、給電が復帰する（Ｓ
４７）と、停電対応ＩＰ電話機ａは給電が回復してもＰＳＴＮ通信をそのまま継続する（
Ｓ４６）。通話が終了すると、停電対応ＩＰ電話機ａは、ＰＳＴＮ通信を切断する（Ｓ４
８）。停電対応ＩＰ電話機ｂはＰＳＴＮ通信を切断する（Ｓ４９）。停電対応ＩＰ電話機
ａは、ＰＳＴＮ通話が終了したことを確認し（Ｓ５０）、ＰＳＴＮ通信が終了すると、Ｉ
Ｐ電話機能を有効にして、この後ＩＰ電話機として可能になる（Ｓ５１）。このようにし
て、ＩＰ通信による通話中に給電停止が発生した後ＰＳＴＮ通信による音声通話に移行し
た後、給電が復帰すると、ＰＳＴＮ通話終了後ＩＰ電話に自動的に復帰させることができ
る。
【００７４】
　図１２を用いて、ＩＰ通話中に給電停止が発生した後ＰＳＴＮ通信に自動発信して通話
を再開するＰＳＴＮ自動発信通話再開シーケンスを説明する。ＩＰ通信による音声通話（
Ｓ４１）から給電停止発生後に停電対応ＩＰ電話機ａがＩＰ電話からＰＳＴＮ電話へ切り
替わる（Ｓ４３）までは図１１の例と同様に行われる。ＩＰ通信が切断されると、停電対
応ＩＰ電話機ｂは、相手切断か自切断かを判断し、自切断の場合ＩＰ回線を切断する（Ｓ
６１）、相手切断の場合は、ＰＳＴＮ自動応答可能にする（Ｓ６２）。停電対応ＩＰ電話
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機ａは、ＩＰ通話したＩＰアドレスに対応するＰＳＴＮ電話番号が有るかどうかをチェッ
クする（Ｓ６３）。ある場合には、そのＰＳＴＮ電話番号に自動再発信する（Ｓ６４）。
発信を受けた停電対応ＩＰ電話機ｂは、この着信から一定時間遡った時間内に同じ相手か
らＩＰ通信を着信したか確認する（Ｓ６５）。一定時間内にこのＩＰ通信の着信が無かっ
たり、違う相手の場合は、ＰＳＴＮ着信状態になる（Ｓ６９）。ステップＳ６５で、停電
対応ＩＰ電話機ａからＩＰ通信の着信があった場合には自動応答して再接続する（Ｓ６６
）。両者の間でＰＳＴＮ通信を使用した音声通話が可能となる（Ｓ６７）。ステップＳ６
３で、ＩＰアドレスに対応するＰＳＴＮ電話番号がない場合には、停電対応ＩＰ電話機ａ
は待機状態になる（Ｓ６８）。このようにして、ＩＰ通信による音声通話中に、給電停止
が発生して通話が切断されても、ＰＳＴＮ通信へ自動的に発信することができる。
【００７５】
　図１３を用いて、ＩＰ通話中に停電（商用電源瞬断）が発生した場合の、商用電源瞬断
復帰シーケンスを説明する。ＩＰ通信による音声通話（Ｓ４１）から、給電停止が発生し
停電対応ＩＰ電話機ａがＩＰ電話からＰＳＴＮ電話へ移行し（Ｓ４３）、停電対応ＩＰ電
話機ｂが相手切断かをチェックしＰＳＴＮ自動応答可能に設定する処理（Ｓ６２）までは
、図１３と同様に行われる。停電対応ＩＰ電話機ａがＩＰ電話からＰＳＴＮ電話へ切り替
えられた後、給電が復帰すると電源復帰する（Ｓ７１）。停電対応ＩＰ電話機ａは、ＩＰ
電話していた相手に対して、ＰＳＴＮ発信したか確認する（Ｓ７２）。発信前に電源復帰
すれば、停電対応ＩＰ電話機ａは、ＰＳＴＮ電話からＩＰ電話に切り替わる（Ｓ７３）。
ＰＳＴＮ発信していれば、図１２のステップＳ６４のダイヤル発信を実行する。発信前か
電源復帰の確認は、タイマを用いて行っても良い。停電対応ＩＰ電話機ａは、通話中停電
になったことを確認する（Ｓ７４）。通話中電源断でなければ、停電対応ＩＰ電話機ａは
待機状態となる（Ｓ７９）。通話中切断であれば、停電対応ＩＰ電話機ａから停電前の通
信相手に自動ＩＰ再発信する（Ｓ７５）。ＩＰ再発信を受けた停電対応ＩＰ電話機ｂは、
一定時間内に同じ相手から着信したか確認する（Ｓ７６）。違う場合は着信となる（Ｓ８
０）。同じ相手からの再発信であったときには、停電対応ＩＰ電話機ｂは、ＩＰ電話とし
て自動応答する（Ｓ７７）。その後、両者の間でＩＰ通信による音声通話が行われる（Ｓ
７８）。
【００７６】
　以上実施例で説明したように、本発明によれば、ＩＰ通話中に給電停止があった場合に
も、ＰＳＴＮ通信へ移行して音声通話を再開したり、給電停止が瞬断であったときには、
ＰＳＴＮ自動再発信前であればＩＰ通信による音声通話を再開し、ＰＳＴＮ自動発信後で
あればＰＳＴＮ通信による音声通話を再開することができる。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１】本発明にかかる停電対応ＩＰ電話システムの構成の概要を説明する図。
【図２】本発明にかかる停電対応ＩＰ電話システムを構成する停電対応ＩＰ電話機の機能
構成の概要を説明する図。
【図３】図２に示した停電対応ＩＰ電話機の音声選択機能の構造を説明する図。
【図４】停電対応ＩＰ電話機における給電停止監視動作を説明するフローチャート。
【図５】本発明にかかる停電対応ＩＰ電話システムを構成するゲートウェイ装置のハード
ウェア構成の概要を説明する図。
【図６】図５に示したゲートウェイ装置の回線収容態様を説明する図。
【図７】停電対応ＩＰ電話機のハードウェア構成の概要を説明する図。
【図８】図７に示した停電対応ＩＰ電話機の電源回路の具体的な構成を説明する図。
【図９】本発明にかかる停電対応ＩＰ電話システムにおける停電対応ＩＰ電話機間のＩＰ
通信シーケンスを説明する図。
【図１０】停電対応ＩＰ電話機間のＩＰ通話中に給電停止が発生した場合のＰＳＴＮ通信
への移行処理を説明するシーケンス図。
【図１１】停電対応ＩＰ電話機間のＩＰ通話中に給電停止が発生したときにＰＳＴＮ通信
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への移行した後、ＰＳＴＮを切断した場合の給電復帰の処理を説明するシーケンス図。
【図１２】停電対応ＩＰ電話機間のＩＰ通話中に給電停止が発生した場合のＰＳＴＮ通信
への移行処理を説明するシーケンス図。
【図１３】停電対応ＩＰ電話機間のＩＰ通話中に瞬時給電停止が発生した場合のＰＳＴＮ
通信への移行処理またはＩＰ通信への復帰処理を説明するシーケンス図。
【符号の説明】
【００７８】
　１　停電対応ＩＰ電話機
　１１　ＩＰ通信制御部
　１１１　ＰＨＹ
　１２　音声制御回路部
　１２１　複合ＣＯＤＥＣ
　１２３　セレクタ
　１３　ＰＳＴＮ通信制御部
　１３２　ＰＳＴＮ回線制御回路
　１４　電源回路
　１４１　ＰＳＴＮ電源回路
　１４２　商用電源回路
　１４３～１４５　ダイオード
　１４６　コンデンサ
　１５　停電検出回路
　１６　ＭＰＵ
　１７１　ＲＯＭ
　１７２　ＲＡＭ
　１８１　ＬＡＮコネクタ
　１８２パルストランス
　１９１　ハンドセット
　１９２　マイク
　１９３　スピーカ
　１９４　表示器
　１９５　キー
　３　ゲートウェイ装置
　３１　コネクタ
　３２　スプリッタ
　３２１　ハイパスフィルタ
　３２２　ローパスフィルタ
　３３１　ハイブリッド回路
　３３２　ＡＤＳＬ信号変換回路
　３４　ＬＡＮインターフェース
　３４１　パルストランス
　３４２　ＰＨＹ
　３５　ＭＰＵ
　３６　ＲＯＭ
　３７　ＲＡＭ
　３８　電源回路
　５　ＩＰ網／ＰＳＴＮ網
　５１　ＡＤＳＬ対応ＰＳＴＮ回線
　５３　Ｅｔｈｅｒｎｅｔ
　Ｆ１１１　ＰＨＹ機能
　Ｆ１１２　エラー制御機能
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　Ｆ１１３　ＭＡＣアドレス制御機能　Ｆ１１４　ＩＰパケット制御機能
　Ｆ１１５　ＩＰパケット・バッファ
　Ｆ１１６　ＩＰ通信制御機能
　Ｆ１１７　音声パケット制御機能
　Ｆ１１８　音声バッファ
　Ｆ１２１　音声制御機能
　Ｆ１２２　ＡＤ／ＤＡ変換機能
　Ｆ１２３　音声選択機能
　Ｆ１３１ＰＳＴＮ電源回路制御
　Ｆ１３２　ＰＳＴＮ回線制御機能
　Ｆ１３３　ＡＤ／ＤＡ変換機能
　Ｆ１３４　ＰＳＴＮ通信制御機能
　Ｆ１４　商用電源制御機能
　Ｆ１５　商用電源監視機能
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